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京都市都市計画マスタープランについて 

 

 

１ 都市計画マスタープランとは 

○ 平成 4年の都市計画法改正により創設された「市町村の都市計画に関する基本

的な方針」（都市計画法第 18条の 2）。 

○ 市町村が定める都市計画は，この方針に即していなければならない。 

  

《都市計画法における都市計画マスタープランの定義》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 都市計画マスタープランの役割 

○ 住民に最も近い立場にある市町村が，創意工夫の下に住民の意見を反映し，ま

ちづくりの具体性ある将来ビジョンを確立し，地区別のあるべき市街地像を示す。 

○ 地域別の整備課題に応じた整備方針，地域の都市生活，経済活動等を支える諸

施設の計画等をきめ細かくかつ総合的に定める。 

○ 市町村自らが定める都市計画の方針として定める。 

出典：「都市計画運用指針」（国土交通省）より抜粋 

 

 

３ 京都市都市計画マスタープランの位置付け 

○ 上位計画である「京都市基本構想」及び「京都都市計画（京都国際文化観光都

市建設計画）都市計画区域の整備，開発及び保全の方針」（いわゆる「都市計画

区域マスタープラン」）に即して定める。 

○ 京都市基本計画及び各区基本計画と連携を図る。 

資料１－１ 

＜市町村の都市計画に関する基本的な方針＞ 

第 18 条の２ 市町村は，議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する

基本構想並びに都市計画区域の整備，開発及び保全の方針に即し，当該市町村の

都市計画に関する基本的な方針（以下この条において「基本方針」という。）を

定めるものとする。  

２ 市町村は，基本方針を定めようとするときは，あらかじめ，公聴会の開催等住

民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。  

３ 市町村は，基本方針を定めたときは，遅滞なく，これを公表するとともに，都

道府県知事に通知しなければならない。  

４ 市町村が定める都市計画は，基本方針に即したものでなければならない。 
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【都市計画マスタープランの位置付け】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市基本計画 
（平成２２年１２月策定） 

 
基本構想の具体化のために全市的

観点から取り組む主要な政策を示す

計画（目標年次：令和２年） 

※ 次期計画の策定に向けて検討中 

各区基本計画 
（平成２３年１月策定） 

 
基本構想に基づく各区の個性をい

かした魅力ある地域づくりの指針と

なる計画（目標年次令和２年） 

※ 次期計画の策定に向けて検討中 

京都市都市計画マスタープラン 
（平成２４年２月策定，目標年次：令和７年） 

 
都市計画の基本的な考え方 

 ① 都市の持続     ③都市の経営 

 ② 都市の独自性    ④安心・安全 
 
都市の将来像 

  これまでの「保全・再生・創造」の土地利用を基本としながら，鉄道駅

等の交通拠点の周辺に都市機能を集積させるとともに，地域コミュニティ

を基本とした生活の維持・構築を図ることで，それぞれの地域が公共交通

等によりネットワークされた，暮らしやすく，地域環境への負担が少ない

エコ・コンパクトな都市構造 

連携 

分野別計画 
京都市住宅マスタープラン 

京都市緑の基本計画 

京都市水共生プラン  等 

京都市基本構想 
 

（平成１１年１２月策定，目標年次：令和７年） 

２１世紀の京都のまちづくりの方針を理念的に示す長期構想 

京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）  

都市計画区域の整備，開発及び保全の方針  
（平成２８年５月京都府知事決定，目標年次：令和７年） 

 
都市計画区域の目標のほか，区域区

分，土地利用，都市施設，市街地開発事

業，自然環境の整備又は保全に関する方

針を示した計画 

重要戦略等 
京都市地球温暖化対策計画 

「歩くまち・京都」総合交通戦略 

京都市ＭＩＣＥ戦略 等 

連携 連携 連携 

京都市持続可能な都市構築プラン 
（平成３１年３月策定，目標年次：令和２２年） 

 
将来にわたって，暮らしやすく，魅力と活力のあ

る都市構造を目指した土地利用の誘導等を図るため

の指針 

・持続可能な都市構造を目指す本市の特徴と課題の整理  

・持続可能な都市のあり方やその実現に向けた方針 

・市内各地域の将来像の明示と推進方策 

実効性をより高める 


